
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 人件費には事業費支弁人件費を含む。

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

22年度
千円

職員数

住民基本台帳人口

給 料

給 与 費

Ａ

千円

区 分

区 分

人
22年度

（22年度末）

21,771

千円

80,075175 617,371

千円

期末・勤勉手当

1,386,500 17.6

％

19.7

(参考)類似団体平均

221,843 919,289

306,960

計 Ｂ

人 千円

職員 手当

5,253 5,508

２ 職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

人件 費率

21年度の人件費率

％

千円

１人当たり
給与費 B/A

7,898,899

一人当たり給与費

千円千円

千円

（参考）

Ｂ／Ａ

歳 出 額

Ａ

人 件 費

Ｂ

実 質 収 支

平成 23 年度 下諏訪町の給与・定員管理等について
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なし

（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
単純平均したものである。

(4) ラスパイレス指数の状況

(3) 特記事項

(H18)

92.1

(H18)

94.2 (H18)

93.5(H23)

92.4

(H2３)

95.0

(H2３)

95.3

90.0

95.0

100.0

105.0

下諏訪町 類似団体平均 全国町村平均
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(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤

418,807

下諏訪町

平 均 給 与 月 額

45.6 352,827

区 分

319,482

長 野 県

類似団体

42.8 305,900

43.1

平 均 給 料 月 額平 均 年 齢

42.3 327,205

379,417

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

389,151

397,723

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計

346,821

国

平 均 給 与 月 額
（ 国 ベ ー ス ）

-

333,474344,540

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

明らかにされているものである。

算したものである。

務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において
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(2) 職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成23年4月1日現在）

円 － 円 円

－ 円 円 円

円 － 円 － 円

下諏訪町 長 野 県

175,600172,200

一 般 行 政 職

140,100

経 験 年 数 ２ ０ 年

142,300

短 大 卒

172,200

国区 分

高 校 卒 140,100

大 学 卒

経 験 年 数 １ ５ 年経 験 年 数 １ ０ 年

高 校 卒

区 分

大 学 卒

一 般 行 政 職

234,600

188,800

269,600

331,000

321,900
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

（注）１ 下諏訪町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

区 分 職 員 数

２ 級

構 成 比

主任の職務

副主幹の職務

１ 級 主事の職務

４ 級

主査の職務３ 級

主幹の職務

標 準 的 な 職 務 内 容

副参事の職務６ 級

５ 級

７ 級 参事の職務 2.6 ％

12 人

34 人

24 人

16 人

5 人

3 人

22 人 19.0 ％

10.3 ％

29.3 ％

20.7 ％

13.8 ％

4.3 ％

5級 13.8%
5級 20.7%

5級 14.9%

6級 4.3% 6級 3.3%
6級 3.0%７級 2.6% 7級 3.3%

90%

100%
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（注） 平成１８年に８級制から６級制、平成２０年に７級制に変更している。
（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

(2)昇給への勤務成績の反映状況

役場組織の活性化と人材育成を目的とした人事考課を全職員を対象に実施している。

1級 19.0% １級 16.5%

1級 3.7%

2級 10.3%
2級 10.7%

2級 10.5%

3級 29.3%

3級 24.8% 3級 53.0%

4級 20.7%

4級 20.7%

4級 14.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

平成23年の構成比 平成22年(1年前)の構成比 平成18年(5年前)の構成比
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千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に 職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 よる加算措置 よる加算措置

・役職加算 5～15% ・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

・管理職加算 15～25% ・管理職加算 10～25%

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

月分）（ 1.45月分）

2.60月分

（ 0.65

(1) 期末手当・勤勉手当

月分

４ 職員の手当の状況

月分）

下諏訪町

1,538

2.50

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

（ 1.35

2.60 1.30 月分

（ 0.65月分） 月分）

1.35

役場組織の活性化と人材育成を目的とした人事考課を全職員を対象に実施しており、勤勉手当に
反映している。

月分

（ 0.65

国

月分

－

長 野 県

月分

月分）

1.35

（ 1.45

1,256
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勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算）

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額

である。

千円

円

％ 人 ％

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

(2) 退職手当（平成23年4月1日現在）

支給実績（22年度決算）

41.34

支 給 対 象 地 域

30.55

1,021

23.50

59.28

41.34

47.50

30.55

59.28

33.50

反映 。

下諏訪町

支 給 対 象 職 員 数

33.50

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

国の制度（支給率）

0

－-

59.28

47.50

59.28

0

支 給 率

59.28

23.50

23,929

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

59.28

-

１人当たり平均支給額

-

国

(3) 地域手当（平成23年4月1日現在）
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千円

円

％

遺体の処理

ごみ収集又は処理

感染症の処理

町税等の徴収

7

(4) 特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

日額 300円

日額 300円

日額 300円

税務手当

健康福祉課職員
１回 1,500円
（変死体の場合は3,000円)

日額 250円

手 当 の 名 称

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

建設水道課職員

清掃センター職員

主 な 支 給 対 象 職 員

感染症防疫手当

4,540

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

支給実績（22年度決算）

67,768

31.5

左記職員に対する支給単価

清掃作業手当

手当の種類（手当数）

住民環境課職員

主な支給対象業務

税務課職員

用地取得等の交渉用地交渉手当

遺体処理手当

- 5 -

千円

千円

千円

千円

月額 2,000円～7,000円
夜勤 １回 3,000円

月額 3,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

(5) 時間外勤務手当

17,991

99

16,601

86

ハイム天白の勤務

教育こども課職員

特別養護老人ホーム等
勤務手当

図書館等勤務手当
図書館、博物館
体育館等の勤務

支給実績（22年度決算）

特別養護老人ホーム職員又は
老人デイサービスセンター職員

支給実績（21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

- 5 -



円

円

支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
（ 22 年 度 決 算 ）

(6) その他の手当（平成23年4月1日現在）

国の制度
と の 異 同

千円

交通機関・交通用具等の通勤職員に支給

1 交通機関
運賃等相当額 限度額 55,000円

2 自動車等
(1) 片道 5Km未満 2,000円
(2) 片道 5Km以上10Km未満 4 100円

家賃を支払い借家等に居住する職員に支
給

1 家賃月額23,000円以下
家賃額-12,000円

2 家賃月額23,001円～54,999円
(家賃額-23,000円)×1/2+11,000円

3 家賃月額55,000円以上 27,000円

内 容 及 び 支 給 単 価

扶養手当 同

同

237,946千円

268,977

国の制度と
異なる内容

支 給 実 績
（22年度決算）

12,104住居手当

扶養親族のある職員に支給

1 配偶者 13,000円
2 その他 6,500円

22,129

手 当 名

- 6 -

円

円

円

円

円

49,006

0

(2) 片道 5Km以上10Km未満 4,100円
(3) 片道10Km以上15Km未満 6,500円
(4) 片道15Km以上20Km未満 8,900円
(5) 片道20Km以上25Km未満 11,300円
(6) 片道25Km以上30Km未満 13,700円
(7) 片道30Km以上35Km未満 16,100円
(8) 片道35Km以上40Km未満 18,500円
(9) 片道40Km以上45Km未満 20,900円

(10) 片道45Km以上50Km未満 21,800円
(11) 片道50Km以上55Km未満 22,700円
(12) 片道55Km以上60Km未満 23,600円
(13) 片道60Km以上 24,500円

管理・監督の地位にある職員に支給

1 課等の長 （参 事）54,700円
（副参事）51,700円

2 課長補佐 （主 幹）39,300円
（副主幹）39,300円

管理職員特
別勤務手当

9,000管理職手当

同

同

宿日直手当
日直勤務の職員に支給
1 １日勤務 4,200円
2 半日勤務 2,100円

同

同

千円13,005

臨時・緊急の必要等により週休日・休日
に勤務した管理・監督の地位にある職員
に支給 勤務１回 限度額 12,000円

同

千円 562,509

千円

千円

4,509

0

1,025 9,489千円

62,825寒冷地手当

世帯区分により11月～翌年3月まで支給
1 扶養親族のある職員 月額 17,800円
2 扶養親族のない職員 月額 10,200円
3 その他の職員 月額 7,360円

通勤手当
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円 円

（ 円）

円 円／ 円

( 円）

円 円

( 円）

円 円

( 円）

円 円

( 円）

円 円

( 円）

５ 特別職の報酬等の状況（平成23年4月1日現在）

461,000

359,000

716,000

（参考）類似団体における最高／最低額

880,000

区 分 給 料 月 額 等

275,000

円／

213,300

－

円／

円／

円／

237,000

報

酬

副 議 長

給

料

237,000

251,000

266,000

328,000

町 長

常任・議運委員長

副 町 長

議 長

251,000

議 員

円／445,000

－

192,600

328,000

266,000

627,000

372,000

340,000

627,000

762,000

762,000

- 7 -

(

月分

月分

（算定方式） （支給時期）

円

円

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

7,824,960627,000円×在職月数×0.26

2.95

（22年度支給割合）

副 議 長

町 長

（22年度支給割合）

2.95

議 員

収 入 役

議 長

常任・議運委員長

町 長 762,000円×在職月数×0.44

副 町 長

期

末

手

当

退

職

手

当

副 町 長

任期毎

16,093,440

（１期の手当額）

任期毎
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６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

0

6

△ 1

対 前 年
増 減 数

△ 139

△ 1

3

職 員 数

15

平成23年平成22年
主 な 増 減 理 由

14

育休職員の復帰に伴う適正配置

12

3

1

7

0

区 分
部 門

12

普

通

会

計

部

7

40

退職者不補充△1

55

152

12

商 工

議 会

農林水産

54

労 働

税 務

土 木

総 務

1

6

一

般

行

政

部

門

147

0

△ 1

12

計

民 生

衛 生

0

＜参考＞人口10,000人当たり職員数 67.14人
（類似団体 人 人当たり職員数 人）

退職者不補充△1

観光振興局の設置に伴う事務事業の縮小

退職者不補充△1

△ 5

△ 1

- 8 -

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

門

△ 9

0

△ 3

36

176

152

6

21

2

168

水 道

小 計

24

△ 1

[ 0 ］

△ 1

0

△ 8

35

147

2

6

4344

[ 250 ］

211220

[ 250 ］

下 水 道

そ の 他

計

小 計

教 育 部 門

合 計

会

計

部

門

公

営

企

業

等 退職者不補充△1

＜参考＞人口10,000人当たり職員数 96.37人

（類似団体の人口10,000人当たり職員数 66.05人）
△ 5

退職者不補充△3

＜参考＞人口10,000人当たり職員数 76.73人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 83.59人）
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成23年4月1日現在）

0%

5%

10%

15%

20%

25%
平成23年の構成比 平成18年（5年前）の構成比
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(3) 職員数の推移

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２２年 ２３年

168

23

△ 16160 153 152 147

△ 3

公 営 企 業 等 会 計 計

一 般 行 政

教 育

普 通 会 計 計

163

59歳

24

人

211

24

計

（△10.2%）

（△9.8%）

区 分

～

231 223

増減数 （率）

40歳20歳 44歳

未満

～～

31歳23歳

～～

27歳 39歳

32歳28歳 36歳20歳 24歳

51歳

人

23

人

27

35歳

人

47歳

人

47 46

人

18 18

24

158

２０年 ２１年

16

人

3

人

年 度
部 門

職員数
人

１８年 １９年

21

44 43

220 211

△ 19

（△12.5%）

△ 9 （△17.3%）

187 181 184 176

24

52 52

239 233総 合 計

177

1624

人

60歳

55歳

～

43歳

△ 28

1

～

48歳

（△11.7%）

（単 位 ： 人 ・ ％ ）

56歳

23

～

人

52歳

33

人

～

過去５年間の

～

以上

人

9

0%

２
０
歳
未
満

２
０
～
２
３

２
４
～
２
７

２
８
～
３
１

３
２
～
３
５

３
６
～
３
９

４
０
～
４
３

４
４
～
４
７

４
８
～
５
１

５
２
～
５
５

５
６
～
５
９

６
０
歳
以
上
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７ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業

① 職員給与費の状況

ア 決算

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。

２ 職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

％

千円

(参考)類似団体平均
一人当たり給与費

Ｂ

％

区 分

14.212.3

6,4432,827

千円

１人当たり
給与費 B/A

職 員 給 与 費

給与費比率 Ｂ／Ａ

総費用に占める職員 （参考） 21年度の総費用

に占める職員給与費比率

千円
22年度

職員数

千円

Ａ

Ａ

千円

3,482257,748

職 員 手 当

千円
22年度

期末・勤勉手当

5,2777,7046 31,664

区 分

21,133

千円

純損益又は実質収支

31,664

計 Ｂ

千円

給 与 費

総 費 用

給 料

千円人

- 10 -

イ 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成23年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15% ・役職加算 5～15%

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区 分

535,892団 体 平 均

（ 0.65

1,510

月分） （ 0.7

平 均 年 齢 基 本 給

362,100

1.35

45.6

（ 1.45

43.0

１人当たり平均支給額（22年度）

2.60 2.75

1,284

1.40

平 均 月 収 額

月分） 月分）

307,889

月分

月分）

下諏訪町

月分

下 諏 訪 町

団体平均

（ 1.5

439,778

１人当たり平均支給額（22年度）
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イ 退職手当（平成23年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算）

勧奨退職時特別昇給 （1～2号俸）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当（平成23年4月1日現在）

千円

円支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

59.28

下諏訪町

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

23.50

47.50

- 24,679

支給実績（22年度決算）

14,981

33.50 41.34

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

30.55

支 給 対 象 職 員 数

0

0

59.28

41.34

59.28

30.5523.50

33.50

59.2859.28

一般行政職の制度（支給率）

47.50 59.28

団体平均

支 給 対 象 地 域 支 給 率

- 11 -

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

千円

円

％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

525

74

薬物取扱手当 企業職員（水道事業）

集金手当 企業職員（水道事業）

14,850

料金等の徴収

-

346

塩素滅菌器調整、
塩素等薬物取扱い

83.3

支給実績（22年度決算）

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員

-

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

-

支 給 対 象 職 員 数

支給実績（22年度決算）

左記職員に対する支給単価

一般行政職の制度（支給率）

主な支給対象業務

支 給 対 象 地 域 支 給 率

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給実績（21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

-

88

58

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

2手当の種類（手当数）

日額 200円

日額 250円
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カ その他の手当（平成23年4月1日現在）

円

円

円

円

国の制度と
異なる内容

管理・監督の地位にある職員に支給

1 課等の長 （参 事）54,700円
（副参事）51 700円

国の制度
と の 異 同

扶養手当

手 当 名

扶養親族のある職員に支給

1 配偶者 13,000円
2 その他 １人につき 6,500円

千円

千円

172,417同

家賃を支払い借家等に居住する職員に支
給

1 家賃月額23,000円以下
家賃額-12,000円

2 家賃月額23,001円～54,999円
(家賃額-23,000円)×1/2+11,000円

3 家賃月額55,000円以上 27,000円

交通機関・交通用具等の通勤職員に支給
1 交通機関

運賃等相当額 限度額 55,000円
2 自動車等

通勤距離 限度額 24,500円

255,600

通勤手当

住居手当

内 容 及 び 支 給 単 価

千円

1,035

256

管理職手当

96

同

同

同

千円

支 給 実 績
（22年度決算）

48,150

0

支給職員１人当たり
平 均 支 給 年 額
（ 22 年 度 決 算 ）

0

- 12 -

円

円

円

臨時・緊急の必要等により週休日・休日
に勤務した管理・監督の地位にある職員
に支給 勤務１回 限度額 12,000円

管理職員特
別勤務手当

千円

世帯区分により11月～翌年3月まで支給
1 扶養親族のある職員 月額 17,800円
2 扶養親族のない職員 月額 10,200円
3 その他の職員 月額 7,360円

（副参事）51,700円
2 課長補佐 （主 幹）39,300円

（副主幹）39,300円

寒冷地手当

0

千円管理職手当

同

同 496

同

千円 82,667

0

0

0
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